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１．業務の適正を確保するための体制 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）についての決定内容の概要は以下の

とおりです。 

 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社グループの企業倫理確立のため「行動規範」を制定し、これを企業活動及び取締

役・使用人がとるべきコンプライアンス実践の基準・規範とする。 

 組織関係規程及び関連法規に則った業務関係規程を制定し、これに従い業務を実行す

る。 

 内部監査室を設置し、「内部通報規程」を制定し、コンプライアンス体制及びコンプ

ライアンスに関する課題・問題の有無の把握、改善を行う。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 法令並びに「取締役会規程」、「情報管理規程」、「文書管理細則」等の社内規程に基づ

き文書を記録、保存するとともに、必要に応じ閲覧可能な状態を維持する。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 社内規程において明確化された業務分掌、職務及び権限に基づいて業務運営を行う体

制とし、取締役・使用人それぞれが自己の職務及び権限に応じ、責任を持ってリスク

管理を行うとの認識の下で業務を行うことを基本とする。 

 「リスクマネジメント規程」を制定し、リスク管理に関して未然防止の観点からリス

ク事象の認識と適切な対応策の整備、運用を行う。 

 万一、当社グループの業務継続が困難となる危機発生時に備え、「危機対応細則」を

制定し関係者に対する影響を最小化し、一刻も早い業務の再開に努める。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社グループ各社が社内規程において明確化された業務分掌、職務及び権限に基づい

て業務運営を行う体制とし、分業体制による業務の専門化、高度化及び牽制を図る。 

 中期経営計画及び年度予算を編成し、月次単位でその適切な進捗管理等を実施するこ

とを通じて職務執行の効率化も図る。 

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社及び子会社のそれぞれが自律的に業務の適正を確保するための体制を整備する

ことを基本とする。その上で「関係会社管理規程」を制定し適切な子会社管理及び支

援等を行うことにより、当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正の確保

を図る。 

 経営会議を開催し、各子会社の経営状況を把握することにより、当社及び子会社から

成る企業集団における業務の適正の確保を図る。 

 各子会社に当社から内部監査室に所属する使用人を派遣し内部監査を行う。 

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項 

 内部監査室に所属する使用人が監査等委員会の補助にあたる。 

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取

締役を除く。）からの独立性に関する事項 

 当該取締役及び使用人の人事評価・異動・懲戒については、あらかじめ監査等委員会

（監査等委員会が特定の監査等委員を指名した場合には当該監査等委員）の同意を得

た上で決定することとし、他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独

立性を確保する。 

⑧ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に対する、指示の実効性の確保に関

する事項 
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 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人が他部署の職務を兼務する場合

は、監査等委員会に係る業務を優先する。 

⑨ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための

体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制 

 監査等委員は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するために、取締役

会のほか重要な会議に出席し意見を述べるとともに重要な決裁書類を閲覧し、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）等からの業務報告聴取を行う。 

⑩ 当社グループの役職員又はこれらの者から報告を受けた者が、当社の監査等委員会に報

告をするための体制 

 当社グループの役職員は、当社監査等委員会から業務執行に関する事項について報告

を求められた場合には、速やかに適切な方法により報告を行う。 

 当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社又は当社グループに著しい損害

を及ぼす恐れのある事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査等委員会に

対して適切な方法により報告を行う。 

 当社の内部監査室は、定期的に当社監査等委員に対する報告会を実施し、当社グルー

プにおける内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の状況を報告する。 

 当社グループの内部通報制度の担当部署は、当社グループの役職員からの内部通報の

状況について、定期的に当社監査等委員会に対して報告する。 

⑪ 監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

 当社は、監査等委員会へ報告を行った取締役（監査等委員である取締役を除く。）及

び使用人が当該報告をしたことを理由として、不利な取扱いを受けることを禁止する

と共に、「内部通報規程」に準じて当該報告者を保護する。 

 当社グループの役職員が当社監査等委員会に対し直接通報を希望する場合は、速やか

に監査等委員会に通知することができる。 

⑫ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求を

したときは、担当部署において審議の上、当該監査等委員の職務の執行に必要でない

と認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。 

 当社は、監査等委員の職務の執行について生ずる費用等を負担するため、毎年、一定

の予算を計上する。 

⑬ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査等委員は、内部監査室と定期的に情報交換を行い、必要に応じて内部監査部門に

調査を求める。監査等委員は会計監査人から監査計画及び実施結果の説明を受けると

ともに、会計監査人と情報交換を行い、相互の連携を図る。また顧問弁護士とも必要

に応じて情報交換を行い法令遵守に関する連携を図る。 
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当事業年度の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は次のとおりでありま

す。 

 

① 取締役会は、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事実

を決定し、月次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・定款等への適合

性及び業務の適正性の観点から審議いたしました。 

② 監査等委員会は、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議への出席、業務及

び財産の状況の監査、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行の監査、法

令・定款等への遵守について監査いたしました。 

③ 財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、策定した実施計画に基づき内部統制評

価を実施いたしました。また、決算開示資料については、取締役会に付議したのち開示を

行うことにより適正性を確保いたしました。 

④ 情報セキュリティ対策として、個人情報を含めた会社の機密情報の漏えい防止を目的と

した社員教育を実施したほか、データ管理方法の更なる厳格化を図りました。 

⑤ リスク管理規程に基づき、大規模自然災害発生時における連絡体制及び初動体制を整備

し、模擬訓練を実施いたしました。 

⑥ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委員及び管理職を対象に、反社会的

勢力排除についての研修会を実施いたしました。 

 

（注）当社は平成 29 年９月 28 日付で監査等委員会設置会社に移行しました。当事業年度期 

初から移行直前までにおける内部統制システムの運用状況の概要においては、上記「監 

査等委員」及び「監査等委員会」は、「監査役」「監査役会」になります。 
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〔連結注記表〕 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1) 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況  

 連結子会社の数 ４社 

 連結子会社の名称 那賀水処理技術（瀋陽）有限公司 

 那賀日造設備（大連）有限公司 

 那賀（瀋陽）水務設備製造有限公司 

 那賀欧科（北京）貿易有限公司 

(2) 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。  

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社４社の決算日は 12 月 31 日です。 

連結計算書類の作成にあたり、これらの会社については、連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく計算書類を使用しています。 

(4) 会計方針に関する事項 

 ①  重要な資産の評価基準及び評価方法 

 イ．デリバティブ 時価法 

 ロ．たな卸資産  

 商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 原材料及び貯蔵品 主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

 ②  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成 28 年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法）によっています。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物及び構築物       10年～18 年 

  機械装置及び運搬具   ２年～12 年 

  工具器具及び備品     ２年～20 年 

 ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法によっています。 

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいています。 

 ハ．リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法によっています。 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
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額法によっています。 

 ニ．長期前払費用 均等償却によっています。 

 ③  重要な引当金の計上基準 

 イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しています。 

 ロ．賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担額を計上しています。 

 ハ．工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末に

おける手持受注工事のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ、金額を合理的に見積ることができる工事につ

いて、損失見込額を計上しています。 

 ニ．違約金負担損失引当金 当社の連結子会社である那賀日造設備（大連）有限

公司において、将来発生する可能性がある違約金の

支払に備えるため、合理的な見積りが可能な範囲で、

当連結会計年度末において損失見込額を違約金負担

損失引当金として計上しています。 

 ④  重要なヘッジ会計の方法 

 イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の

要件を満たしている為替予約については振当処理に

よっています。 

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約 

  ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取 

      引 

 ハ．ヘッジ方針 当社のリスク管理方針に基づき、主に為替変動リス

クをヘッジしています。 

 ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しています。 

 ⑤  その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 イ．繰延資産の処理方法 

   株式交付費 支出時に全額費用として処理しています。 

 ロ．退職給付に係る負債の計上基準 

 当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

 ハ．完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは従来、直接作業時間比率で測

定していましたが、当連結会計年度に着手した工事契約から「原価比例法」に変

更しています。）を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用し

ています。 

 ニ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しています。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算
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日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて計上しています。 

 ホ．消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。 

 

２．追加情報 

(1) 誤謬の訂正に関する注記 

当社は、過年度において、不適切な会計処理が行われていた事実が判明したため、誤謬

の訂正を行いました。 

当該誤謬の訂正による累積的影響額は、当連結会計年度期首の純資産の帳簿価額に反映

されています。 

この結果、連結株主資本等変動計算書の期首残高は、利益剰余金が 22,045 千円増加し、

為替換算調整勘定が 1,147 千円、非支配株主持分が 138 千円減少しています。 

(2) 工事進行基準の進捗率見積方法 

工事進行基準の進捗率の見積方法については、従来、「直接作業時間比率」で測定してい

ました。しかしながら、貝塚工場の移転縮小にともない国内製造のインターナルの一部を

外注化し、生産体制を見直したことにより、「原価比例法」による測定が実態に基づく進捗

をより合理的に反映できると判断し、当連結会計年度に着手した工事契約から「原価比例

法」に変更しています。 

これにより、従来の方法と比べて、売上高は 6,450 千円増加し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ 3,593 千円増加しています。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 830,645 千円  

(2) 貸出コミットメント 

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、株式会社りそな銀行と相対型

コミットメント契約を締結しています。この契約に基づく当連結会計年度末における貸

出コミットメントに係る借入未実行残高等は以下のとおりです。 

   貸出コミットメントの総額 400,000 千円  

   借入実行残高 200,000 千円  

   差引額 200,000 千円  

なお、上記コミットメント契約には、次の財務制限条項が付されています。 

① 平成 30 年６月期以降の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産

の部の金額を前年同期比 75％以上に維持すること。 

② 平成 30 年６月期以降の決算期の末日における連結の損益計算書に示される経常

損益を損失とならないようにすること。 

 

４．連結損益計算書に関する注記 

(1) 減損損失 

  当社グループは、以下の資産グループについて、減損損失を計上しました。 

  場所 用途 種類 減損損失  

  本社 

(大阪府泉大津市) 

事業所 建物及び構築物 9,311 千円  

  当社グループは、事業用資産については会社を単位としてグルーピングを行っており、

重要な処分予定資産及び遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っていま
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す。 

  当社は、当連結会計年度において、本社を移転することを決定しました。これにより、

当連結会計年度において、本社の建物の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（9,311 千円）として特別損失に計上しました。 

(2) たな卸資産の帳簿価額の切下げ 

  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損

38,947 千円が売上原価に含まれています。 

 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,539,200 株  

(2) 剰余金の配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 

 該当事項はありません。 

 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの 

 該当事項はありません。 

 

６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 ① 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、また、資金調

達については銀行借入又はリースによる方針です。デリバティブは、外貨建債権債務

の為替変動リスク及び借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取

引は行いません。 

 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、

当該リスクについては、当社グループの与信管理規程に従い、主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。また、受取手形及

び売掛金のうち外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されていますが、

必要に応じて為替予約を利用してヘッジしています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、全て３カ月以内の支払期日です。一部外貨

建てのものについては、為替の変動リスクに晒されていますが、必要に応じて為替予

約を利用してヘッジしています。 

短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金及びリース債務は主

に設備投資に係る資金調達です。 

これらの債務及び借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次で

資金繰計画を作成する方法により管理しています。 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行

っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。 

 ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価値がない場合には合理

的に算定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込

んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することも
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あります。また、「(2) 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年６月 30 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1）現金及び預金 1,474,753 1,474,753 － 

(2）受取手形及び売掛金 1,628,846 1,628,846 － 

資産計 3,103,600 3,103,600 － 

(1）支払手形及び買掛金 483,387 483,387 － 

(2）短期借入金 1,240,409 1,240,409 － 

(3）未払金 79,809 79,809 － 

(4）未払費用 134,386 134,386 － 

(5）長期借入金（※１） 48,392 48,344 △47 

(6）リース債務（※１） 14,461 14,584 122 

負債計 2,000,847 2,000,922 75 

デリバティブ取引（※２） △18,841 △18,841 － 

  （※１）１年以内に返済予定のものを含んでいます。 

  （※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる場合は（△）で表示する方法によっています。 

 
（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 
(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっています。 

   負債 

(1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払費用 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっています。 

(5）長期借入金 

長期借入金の時価は、返済予定時期ごとの返済予定額（元利合計）を、期末
において同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定し
ています。ただし、変動金利による長期借入金については、金利が一定期間
ごとに更新される条件になっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいとい
えることから、当該帳簿価額によっています。 

(6）リース債務 

リース債務の時価は、返済予定時期ごとの返済予定額（元利合計）を、期末
において同様のリース契約を新規に締結した場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっています。 

   デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価については取引先金融機関から提示された価格によっ
ています。 
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７．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 589 円 46 銭  

１株当たり当期純利益 51 円 56 銭  
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〔個別注記表〕 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

 ① 関係会社出資金 移動平均法による原価法 

 ② デリバティブ 時価法 

 ③ たな卸資産  

   商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

   仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

   原材料及び貯蔵品 主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法）によっています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物        10年～18年 

  機械装置      ２年～12年 

  工具器具及び備品  ２年～20年 

 ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいています。 

 ③ リース資産 

 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法によっています。 

   

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

 ④ 長期前払費用 均等償却によっています。 

(3) 繰延資産の処理方法 

  株式交付費 支出時に全額費用として処理しています。 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してい

ます。 

(5) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
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能見込額を計上しています。 

 ② 工事損失引当金 受注工事の損失に備えるため、当事業年度末におけ

る手持受注工事のうち、損失の発生が見込まれ、か

つ、金額を合理的に見積ることができる工事につい

て、損失見込額を計上しています。 

 ③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上していま

す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

(6) 収益及び費用の計上基準 

 完成工事高及び完成工事原価 

の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事契約については工事進行基準（工

事の進捗率の見積りは従来、直接作業時間比率で測

定していましたが、当事業年度に着手した工事契約

から「原価比例法」に変更しています。）を適用し、

その他の工事契約については工事完成基準を適用し

ています。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。なお、振当処理の

要件を満たしている為替予約については振当処理に

よっています。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段……為替予約 

  ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務及び外貨建予定

取引 

 ③ ヘッジ方針 当社のリスク管理方針に基づき、主に為替変動リス

クをヘッジしています。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しています。 

(8) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ています。 

 

２．追加情報 

(1) 誤謬の訂正に関する注記 

当社は、過年度において、不適切な会計処理が行われていた事実が判明したため、誤謬

の訂正を行いました。 

当該誤謬の訂正による累積的影響額は、当事業年度期首の純資産の帳簿価額に反映され

ています。 

この結果、株主資本等変動計算書の期首残高は、利益剰余金が 23,773 千円増加していま

す。 

(2) 工事進行基準の進捗率見積方法 

工事進行基準の進捗率の見積方法については、従来、「直接作業時間比率」で測定してい

ました。しかしながら、貝塚工場の移転縮小にともない国内製造のインターナルの一部を
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外注化し、生産体制を見直したことにより、「原価比例法」による測定が実態に基づく進捗

をより合理的に反映できると判断し、当事業年度に着手した工事契約から「原価比例法」

に変更しています。 

これにより、従来の方法と比べて、売上高は 6,450 千円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ 3,593 千円増加しています。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 405,013 千円  

(2) 貸出コミットメント 

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、株式会社りそな銀行と相対型

コミットメント契約を締結しています。この契約に基づく当事業年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は以下のとおりです。 

   貸出コミットメントの総額 400,000 千円  

   借入実行残高 200,000 千円  

   差引額 200,000 千円  

なお、上記コミットメント契約には、次の財務制限条項が付されています。 

① 平成 30 年６月期以降の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産

の部の金額を前年同期比 75％以上に維持すること。 

② 平成 30 年６月期以降の決算期の末日における連結の損益計算書に示される経常

損益を損失とならないようにすること。 

(3) 保証債務 

関係会社の金融機関等からの借入債務等に対して、次のとおり債務保証を行っていま

す。 

   那賀日造設備（大連）有限公司 565,065 千円  

上記は外貨建保証債務であり、当事業年度末の為替相場により円換算しています。 

このほか、関係会社の為替予約取引に対する保証（契約額 33,135 千円）があります。 

(4) 関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりです（区分表示したものを除く）。 

 ①  短期金銭債権 553,214 千円  

 ②  長期金銭債権 21,778 千円  

 ③  短期金銭債務 84,183 千円  

(5)期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしています。なお、期

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

 受取手形 8,431 千円  

 支払手形 11,835 千円  

 

４．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

 売上高 338,568 千円  

 仕入高 396,501 千円  

 販売費及び一般管理費 9,184 千円  

 営業取引以外の取引高 24,029 千円  

(2) 減損損失 

  当社は、以下の資産グループについて、減損損失を計上しました。 
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  場所 用途 種類 減損損失  

  本社 

(大阪府泉大津市) 

事業所 建物及び構築物 9,311 千円  

  当社は、事業用資産については会社を単位としてグルーピングを行っており、重要な

処分予定資産及び遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っています。 

  当社は、当事業年度において、本社を移転することを決定しました。これにより、当

事業年度において、本社の建物の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（9,311 千円）として特別損失に計上しました。 

(3) たな卸資産の帳簿価額の切下げ 

  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸資産評価損

38,947 千円が売上原価に含まれています。 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 39,396 株  

 

６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産   

  未払事業税 1,496 千円  

  未払費用 23,952 千円  

  貸倒引当金 7,591 千円  

  退職給付引当金 19,701 千円  

  長期未払金 2,594 千円  

  たな卸資産評価損 39,291 千円  

  たな卸資産廃棄損 6,939 千円  

  関係会社出資金評価損 81,449 千円  

  減価償却超過額 7,998 千円  

  税務上の繰越欠損金 419,385 千円  

  その他 1,129 千円  

  繰延税金資産小計 611,529 千円  

  評価性引当額 △581,226千円  

  繰延税金資産合計 30,302 千円  

  繰延税金負債   

  資産除去債務 △494 千円  

  その他 △161 千円  

  繰延税金負債合計 △656 千円  

  繰延税金資産の純額 29,646 千円  

 

当事業年度末における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれてい

ます。 

  流動資産－繰延税金資産 29,870 千円  

  固定負債－繰延税金負債 △223 千円  

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外フ
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ァイナンス・リース契約により使用しています。 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社等 

（単位：千円） 

種 類 会社等の名称 

議決権等の
所有（被所

有 ） 割 合 

関連当事者
と の 関 係 取引内容 

取 引 金 額 

（注）２ 科 目 
期 末 残 高 

（注）２ 

親 会 社 
株 式 会 社 

ハ マ ダ 

被所有 

直接 
51.04％ 

製造の外注
委託 

製造の外注
料 の 支 払 

（注）1 
272,822 買 掛 金 14,132 

固定資産の 

売却 

（注）1 
40,578 未 収 入 金 ― 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      製造の外注料及び固定資産の売却については、過去の取引実績等を勘案し、当社と

資本関係を有しない他の取引先と同様に取引条件を決定し、職務権限規程に基づく

決裁者による承認により決定しています。 

    ２．取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めています。 

 

(2) 子会社等 

（単位：千円） 

種 類 会 社 等 の 名 称 

議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合 

関連当事者

と の 関 係 取引内容 
取 引 金 額 

（注）２ 科 目 
期 末 残 高 

（注）２ 

子 会 社 
那 賀 日 造 設 備 
(大連)有限公司 

所有 

直接 
55.0％ 

製造の外注

委託 

製造の外注
料 の 支 払 

※１ 
123,678 

買 掛 金 

前 渡 金 

69,467 

101,034 

役務の提供 
役務の提供 

※１ 106,222 売 掛 金 37,516 

当社製品の
販売 

製品の販売 
※１ 

229,243 売 掛 金 

 

113,717 

 

資金の貸付 資金の貸付 
※２ 

400,000 短期貸付金 400,000 

貸 付 金 
の 回 収 

※２ 

750,000 

受 取 利 息 

※２ 

17,158 

 

関 係 会 社 

未 収 入 金 

2,550 

 

債務の保証 債 務 保 証 
※３ 

565,065 

 

－ － 

 

保 証 料 
の 受 入 

※３ 

4,722 

 

関 係 会 社 
未 収 入 金 

 

2,897 

役員の兼任     

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 
     ※１．製造の外注料、役務の提供及び製品の販売については、市場状況及び原価見積

り等を勘案し、当社と資本関係を有しない他の取引先と同様に取引条件を決定
し、職務権限規程に基づく決裁者による承認により決定しています。 

     ※２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
なお、担保は受け入れていません。 

     ※３．債務保証については、関係会社の金融機関からの借入金、リース会社からのリ
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ース債務及び製品の品質に対して保証したものであり、年率 0.1％から 0.7％
までの保証料を受領しています。なお、取引金額は期末時点の債務保証残高を
記載しています。  

    ２．取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めています。 

 

9．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 526 円 18 銭  

１株当たり当期純損失 15 円 55 銭  

 


